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研究成果の概要（和文）：インフラ管理において、管理が求められる量と管理能力の不釣り合いの解決策とし
て、地域住民と専門家が役割を持ち連携をする地域協働型インフラ管理がある．本研究では，地域協働型インフ
ラ管理の実装に向けて，モデル分析から地域住民の活動を創出/促進させるための地域住民の動機と専門家の役
割を明らかにした．また事例調査から地域社会への影響を明らかにした．そして，地域協働型インフラ管理を体
系的に整理するために組織論を援用し，その成立要件について，地域住民および専門家両方の視点から示した．

研究成果の概要（英文）：In the current economy, it is impossible for local municipalities in Japan 
to maintain all public infrastructure. Under these circumstances, it may be more efficient to 
encourage residents to support maintenance efforts, such as by engaging in daily monitoring. For 
these reasons, a scheme of “cooperative infrastructure management” whereby infrastructures are 
maintained by various stakeholders including local residents are proposed. This study addresses the 
subject of resident partnerships involving experts and residents. More specifically, for the 
implementation of cooperative infrastructure management, we clarified the motivation of local 
residents and the role of experts to promote the activities of local residents from model analysis. 
This study also clarified the impact on the community from case studies. In order to systematically 
organize cooperative infrastructure management, we used organization theory in the light of local 
residents and experts.

研究分野： 地域計画
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１．研究開始当初の背景 

インフラ管理において，管理が求められる
量と管理能力の不釣り合いが課題であり，今
ある人材や資源を工夫した新たな管理の仕
組みを構築することが求められている．本研
究では，地域住民をインフラ管理の担い手と
して位置付ける地域協働型インフラ管理を
提案している（図 1）． 

 地域協働型インフラ管理が解決する課題
は 2 点ある．第一に，真空地帯や隙間を管理
する担い手を社会的に位置づけることであ
る．これは，各種制度の整備や拡大する公の
範囲から生まれた，自治体が担いきれない，
市場の原理が働ききらない領域の担い手を
社会的に位置づける（例えば，法定外公共物）
ことを意図するものである．第二に，地域ニ
ーズに即した管理計画を立案することであ
る．これは，予防保全型管理への移行が求め
られるが，地域住民からの要望等は，対処療
法的になり，専門家は日々の対応に追われる．
地域ニーズを把握し，対応する主体と対応方
法を明確にした管理計画を作成し，インフラ
管理の PDCA サイクルを再構築することを
目指すものである．近年，地域住民のインフ
ラ管理への関与，協働事業が多くみられるが，
いずれも個別事例に留まっており，地域住民
と専門家が連携する地域協働型インフラ管
理をインフラ管理のひとつのプロセスとし
て社会実装するための知見に乏しいのが現
状である．地域特性に応じた協働の仕組みを
運営しなければ，社会的に負の影響が波及す
ることが懸念され，地域協働型インフラ管理
の社会実装を加速するためには，地域協働型
インフラ管理の意義，可能性，影響などを体
系的に整理する必要があるといえる． 

 

 

２．研究の目的 

本研究では，地域協働型インフラ管理の実
装に向けた地域住民と専門官の役割分担お
よび地域社会への影響を明らかにすること
を目的とする．具体的には，以下の 3 課題に
取り組む． 

課題(1)地域住民と専門家の役割と連携方法
について明らかにする 

課題(2)地域協働型インフラ管理実装の可能
性について明らかにする 

課題(3)地域協働型インフラ管理実装による
社会的な影響について明らかにする 

 

 

３．研究の方法 

 本研究は，モデル分析と事例の調査/観察の
2 つの枠組みで進める．第 1 に，モデル分析
では，地域住民と専門家の連携を考慮し，イ
ンフラ管理における「ただ乗り問題（公共財
の自発的供給問題）」を拡張する．そして，
関係主体の役割分担について考察をする．ま
ず，地域住民の参加について明らかにするた
めに，既存の取り組みである道普請とアダプ

ト制度を取り上げ，文献調査から，住民参加
の要素を整理する．ここで得た知見を組み込
んだ基本モデルを構築し，成立要件について
確認をする．次に，地域住民と専門家の役割
分担について，人のつながりを考慮した「た
だ乗り問題」に着目をし，経済学モデルの整
理から，既存の仕組みの限界について明らか
にする．ここで得た仮説は，事例の観察にお
いて検証をする． 

第 2 に，事例調査では，地域住民が管理者
に提出をする要望書を体系的に整理するこ
とで，地域ニーズに応えるための住民の役割，
専門家との関わりへの期待，地域協働型イン
フラ管理を実装するための課題について考
察をする．また，事例観察では，岐阜県中津
川市神坂地区にて実施をする地域住民と専
門家の協働点検（地域の要望についての現状
確認と対策の検討のためのまちあるき）を取
り上げ，観察を通じて，住民の意識や住民間
の関係，専門家との関わりへの期待など，地
域協働型インフラ管理を実装するための住
民側の要因から把握をする．また，専門家と
して社会基盤メンテナンスエキスパート（通
称 ME）にも，地域社会での活動の意識，住
民との関わりなど地域協働型インフラ管理
を実装するための要因を観察から把握する．  

この 2 つの枠組みから，インフラ管理におけ
る新たな仕組みである地域協働型インフラ
管理の成立要件と課題を把握する．  

 

 

４．研究成果 
 

(1)地域住民と専門家の役割と連携方法の明
確化 

 インフラ管理における住民参加について，
まず，地域住民の特徴を捉えたモデルを構築
した．具体的には，道普請とアダプト制度を
事例としてとりあげた．文献調査で得た仮説
として「整備対象が地域住民に関係あるか」，
「集団の大きさ」があり，これらを組み込ん
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図 1 地域協働型インフラ管理の仕組み 

 



だ基本モデルを構築した．そして，地域住民
がボランティアとしてインフラ管理に参加
することを想定し，「活動に対する楽しみや
地域貢献の認識」を考慮したアダプトモデル
（(1)式から(3)式），「社会的非難が行われる
か」を効用関数に組み込んだ道普請モデルを
構築した． 
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ここで，
iU ：個人の効用，
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以下に，モデル分析で得た知見と整理する． 

 社会的非難が起きやすい環境は，地域住
民は周りを気にする事になり，インフラ
管理に関わる人数が増える事で，地域住
民個人の負担は減る．一方で，公共財全
体の供出時間も減少するため，地域住民
個人の効用は逓減していく懸念がある．
活動から楽しみや地域貢献の認識を受
けない場合も同様であり，いかに地域住
民が周りを気にしない環境を作るか，楽
しみや地域貢献の認識を受けられるよ
うな活動にするかが仕組みづくりにと
って重要である． 

 整備対象が地域住民の生活に直結する
ものであるという認識が，公共財に対す
る選好を強めるために，整備対象の選定
も重要になってくる． 

 

次に，人のつながりを考慮した「ただ乗り
問 題 」 に 着 目 し ， Yann, Bramoulléa., 

Rachel,Kranton. (2007)の整理から，既存の
仕組みの限界について考察をした．その結果，
従来の地域活動では，地域住民とインフラの
関係が希薄であり，一部の地域住民のみがイ
ンフラ管理を担う構造であること，専門家が
地域活動をファシリテートすることで，地域
住民 1人 1人の貢献度が向上することを確認
した．また専門家の役割により，地域全体と
してより効果を得ることを仮説として得た．
そして，岐阜県中津川市における協働点検を
観察し，上記仮説を検証した．その結果，(1)

地域課題に対しての共通認識があること，(2)

専門家との協働により知識を得ること，そし
て(3)地域課題の解決により個々人に正の便
益が得られることの 3点が重要であることを
考察し，仮説を指示する結果となった．  

 
(2)地域協働型インフラ管理実装の可能性と

課題の抽出 

 住民の意識や住民間の関係，専門家との関
わりへの期待など，地域協働型インフラ管理
を実装するための住民側の選好から把握を
した．具体的には，地域内のインフラの要望
に関する「要望書」を整理することで，3 点
を明らかにした． 

・住民要望の増加 

管理量の増加の要因は，3 点である．1 点目
は，住民管理の限界である．今まで管理をし
ていた住民の体力的なものに加え，樹木の成
長や側溝の劣化具合から，機械が必要になっ
たり，地域の変化により，影響する範囲が拡
大する結果から，住民管理から行政管理への
移行が要望されることである．2 点目は，地
域の変化によるものである．現状では，交通
量の増加や人口増加により不足しているイ
ンフラの増加を促すものが多いが，使われて
いない水路のように，今後，受益者がいない
もしくは限られるインフラに対する要望の
増加が懸念事項としてあげられる．3 点目は，
防災やインフラの老朽化に対する住民の意
識向上によるものである．災害時に向けた対
策，老朽化による生活への影響の心配などか
ら住民要望が増加することがある． 

 

・住民管理の範囲と役割 

住民の役割として，原材料支給などの制度を
活用し，自らが管理をする立場になることが
ある．側溝敷設や樹木の伐採，除草作業につ
いては住民が主体となり，地域ニーズに応え
ることが可能である．一方で，人の行動に起
因して表明されている要望がある．住民要望
は通常，行政が管理をすることを想定してい
るが，個人の毎日の行動を変えたり，注意喚
起することで解決できる可能性がある． 

 

・住民管理の課題 

 住民が地域協働型で管理をする際に役を
担うことはできるが，住民の体力，インフラ
の劣化の程度から，住民の管理の能力と対象
物の変化が合致しなくなることがわかり，あ
る程度まで住民がやり，危険や専門性（機械
の使用，影響の範囲）が生じる範囲は，行政
の管理に移行していくことが求められてい
る．地域ニーズの増加に応じ，地域住民の役
割が増えることが予想されるが，住民に管理
を委ねることで，管理の仕組みがかえって悪
化することもあることを考慮し，地域ニーズ
に応える仕組みを提案していくことが必要
である．  

 

(3)地域協働型インフラ管理実装による社会
的な影響 



 岐阜県中津川市で実施したモデル事業に
ついて観察し，地域社会への影響について考
察した．そして，関係者のコミュニケーショ
ンの機会を創出し，専門家が地域住民に知恵
を与えることで，地域住民は，市全体では優
先順位の低い要望に対して，専門家のアドバ
イスのもと地域で策を出し，自らの不安軽減
につなげること，その結果，要望が減り，管
理者は重要なインフラの管理に充てる労力
が増大することを可能性として把握した（図
2）． 

また，組織論を援用し，地域協働型インフ
ラ管理の成立要因について整理をした．そし
て，既存の仕組みでは，組織間の問題と組織
と組織を構成する人の関係が課題であるこ
とを指摘し，地域協働型インフラ管理の枠組
みとしては，連続的なコミュニケーションの
機会と個人の満足を満たす工夫が必要であ
ることを明らかにした．ついで，モデル事業
を考察した．地域住民側は，要望が，専門家
により対応される物質的な誘因を期待する
ことは前提であると思われるが，有力な誘因
は，要望に対して状態を確認できる，習慣的
な作業の中で対策できる学びであり，専門家
側は，地域のインフラが適切に管理されるよ
う，地域住民の満足が得られるよう知識や技
術を活用する利他主義的奉仕が誘因となっ
ていることを確認した． 

 

(4)まとめ 

 本研究では，地域協働型インフラ管理が求
められる背景において，住民と専門家の役割
および連携について検討をした．そして，新
たな仕組みが社会に与える影響について，考
察をした．本研究を通じて得た知見を広く地
域社会で実装するために，土木計画学研究小
委員会に設立した地域アセットマネジメン
ト実装小委員会にて今後も議論を続ける予
定である． 
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